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生成 AI は人手不足の打開策となるか 
 

調査部 研究員 小林 啓介 
 

帝国データバンクの調査によれば、2025年の人手不足倒産は 427件と 3年連続で過去最多を記録しており、

人手不足が事業継続の大きな課題となっている。こうした人手不足の打開策の一つとして期待されるのが生成

AI の活用である。企業の人手不足感と生成 AI の導入率の関係性を見ると、2025 年時点で両者には緩い正の

相関がみられる（図表）。業種によって導入状況に差があり、情報通信では約 40%、小売では約 20%の企業が生

成 AIを導入しているのに対し、人手不足感が強い建設業や運輸・郵便業などでは低い状態にとどまっている。 

こうした関係性は今後一段と強まっていくと見込まれる。総務省の調査によれば、生成 AIは主にメールや資料

の作成補助、社内向けヘルプデスク機能、企画のアイデア出しなどで利用されている。利用が進んでいない業種

では、①人手に頼らざるを得ない業務が多い、②業務の特殊性に生成 AIが対応しにくい、③データの電子化が

進んでいない、などの理由が考えられるが、労働集約的な小売業において生成 AI の活用が進んでいることを踏

まえると、今後、活用が広がる余地はある。人口減少が加速し、人材確保が難しくなると予測される中で、生成 AI

を効果的に活用できるかが、企業の存続可能性を左右すると言っても過言ではない。業務活用へのボトルネック

が解消されれば、生成 AIを導入しているか否かが人手不足の有無に直結していくことになるだろう。 

図表 生成 AI 導入率と人手不足の関係（2025 年） 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（注1） 小西・久保（2026）の業種分類から日本銀行「短観」の雇用人員判断 DI の業種分類へ対応させるた

めに、ICT を情報通信、金融・保険を金融機関、運輸を運輸・通信、飲食を宿泊・飲食サービスとした。 

（注2） 日本銀行「短観」は 2025年平均、小西・久保（2026）は 2025年 6月のデータを使用した。 



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 

（お問い合わせ）調査部   E-mail：chosa-report@murc.jp, 担当（小林（啓）） TEL：03-4334-6493 
2 / 2 

 

 

出典・参考文献 

 総務省（2025）「令和７年版情報通信白書」 

 日本銀行（2025）「短観（3月調査～12月調査）」 

 帝国データバンク（2026）「人手不足倒産の動向調査（2025年）」 

 小西葉子・久保隆史（2026）「生成 AI 導入初期における中小企業の利用行動： クラウド会計データに基づ

く業種別分析」RIETI Discussion Paper Series 26-J-018 

 

 

 

－ ご利用に際して －  

 本資料は、執筆時点で信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証

するものではありません。 

 また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 

 本資料に基づくお客さまの決定、行為、およびその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お

客さまご自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。 

 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱 UFJ
リサーチ&コンサルティングと明記してください。 

 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。 


